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１．はじめに 

 
近年、地方都市においては中心市街地の活性化が都

市計画における重要な課題となっている1)。モータリゼ

ーションの進展、大規模店舗立地に起因する中心市街地

の衰退に大きな影響を与えている。このため、内閣府の

認定をともなう「中心市街地活性化基本計画」が多数の

市町村で策定されている2)。地方都市における中心市街

地の衰退の原因が顕著であり、基本計画において、各種

のまちづくり政策が提案される。このような現状におい

て、将来的な数値目標に対して、具体的な各まちづくり

政策の有効性を実証的な面から検討することが重要であ

る。本研究では、中心市街地活性化を目指した地方都市

の「まちづくり政策」が商業活動に与える効果を実証的

に分析する。特に、中心市街地のにぎわいに関連する交

通現象の経年変化から中心市街地における問題点を抽出

するとともに、まちづくり政策の有効性を検討するため

の地域別商業販売額推定もモデルを構成する。これより、 
都市活動の実態を踏まえて、まちづくり政策をより効果

的に運用するための方向性について検討する。 
 

２．中心市街地活性化の現状整理 

 
（１）地方都市中心市街地の動向 

本研究では、内閣府認定の中心市街地活化基本計画

のなかから岐阜市を対象とした基本的分析を行う。まず、

各種の統計資料等に基づき岐阜市の社会経済情勢につい

ての経年的変化を整理し、中心市街地の現状を把握する。 

空間的な都市活動を分析するために、通常岐阜市は

図-1 に示すような「中心部」・「周辺部」・「郊外

部」の３地域に区分して議論される。すなわち、中心部

は、岐阜駅・柳ヶ瀬地区を含むいわゆる都心部分である。

現状においても都市機能が集積し、地域コミュニティの

中心として重要な役割を担っている。しかしながら、近

年、少子高齢化の進行等の問題を背景として、ドーナツ 
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図-1 岐阜市の地域区分図 

 
化現象による居住人口の減少、中心商店街の空き店舗の

増加など商業機能低下と魅力減少から、中心市街地の機

能低下が顕著である。一方、郊外部においては、居住人

口の増加、モータリゼーションの進展に伴うロードサイ

ドへの大規模小売店舗の多数進出なが都市の拡散を助長

している。 
これらの動向は商業販売額を基本とする経年的統計か

らも明らかである 3)。図-2 に地域別の商業販売額の推移

を示す。本図で示される問題点として、①岐阜市全体の

商業販売額（棒グラフ）は、平成３年をピークに減少し

ている。若干の経年的人口減少は見られるものの、この

傾向は岐阜市全体の商業的規模が減少していることがわ

かる。②地域別の経験的変化によっては、各地域とも商

業販売額の減少は顕著であるが、特に中心部においては、

急激な販売額の減少が示されている。 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

S57 S60 S63 H3 H6 H9 H11 H14 H16

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

全域（卸売業） 全域（小売業） 中心部 周辺部 郊外部

全域(百万円) 地域別(百万円)

年 次

商
業

販
売

額

 
図-2 岐阜市における商業販売額の推移 



同様な傾向は商業店舗数の推移からも観測できる。す

なわち、岐阜市全体の商業店舗数が経年的に減少傾向に

あり、中心部における商店数の現象が顕著である。 
 
（２）都市活動による中心市街地の分析 

上記のような中心市街地の商業的な低迷について、都

市活動面から分析を行う。ここでは、昭和 46 年から平

成 13 年における、計４回の中京都市圏パーソントリッ

プ調査（PT 調査）結果を利用して都市活動を分析する。

具体的には PT 調査の交通目的から交通行動者の都市活

動を規定することで、具体的な分析が可能となる。 
 まず都市交通機関の利用状況に関して分析を行う。

図-3 は都市活動者の利用交通機関の推移を示したもので

ある。これより、①自動車交通の継続的な増加（モータ

リゼーションの進展）、②公共交通機関（鉄道･バス）

の減少、③徒歩交通の減少（都市内の徒歩移動が減少し

ている：特に中心部では徒歩の減少が顕著である） 
一方で中心部来訪者に関して同様の利用交通機関を表

示したものが図-4 である。中心部の来訪者数は全般的に

減少しており、各交通機関の利用者数も減少している。

なかでも、鉄道・バス・徒歩交通の減少は顕著があり、

自動車交通の大きな増加は見られない。すなわち、中心

部においては、まち歩きの基本的な減少が問題である。 
 

（３）中心市街地の活動年齢層の分析 

つぎに、中心部の自由活動（買物・娯楽等）と来訪者

年齢層を分析する。中心部自由活動の減少は、主として、

①中心部居住人口減少、②中心部居住者の自由活動の郊

外化に起因する。一方、周辺部・郊外部から中心部への

自由活動来訪者ほぼ同程度で推移している。従来から固

定的な中心部で自由活動は大きな変化がないと思われる。 
つぎに図-5 に年齢層別の中心部来訪者を示す（全目

的）。若年層（29 歳以下）と 40 歳代までの中年者層は、

ほぼ同様に経年的に減少傾向にある。これらは、①中心

部の若年居住者の減少（少子化と関係）、②中心部での

就業者数の減少（産業の郊外立地・モータリゼーション

の影響）に起因すると考えられる。一方で、50歳以上の

高齢者層では、中心部への来訪数は若干増加傾向にある。 
これは①都市圏全体の高齢人口の増加、②高齢者のト

リップ原単位の増加（高齢者は活動的になっている）に

起因すると思われる。このようなことから、中心部にお

いては、若年者層の減少が顕著であり、一方で高齢者層

は中心部においても活動数の増加が見られる。 

図-6 は中心部の自由活動減少について、属性別の経年

変化を検討したものである。高齢者は基本的に増加傾向

にあり、特に人口変化に加えて増加傾向にある。一方で

若年層は全般的に減少傾向にあり、なかでも中心部にお

ける自由活動は顕著に減少していることがわかる。 
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図－3 岐阜市全体における交通機関別集中量の推移 
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図－4 岐阜市中心部における交通機関別集中量の推移 
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図－5 岐阜市中心部における年齢別集中量の推移 
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図-6 中心部における自由目的トリップ数の経年変化 

 
 ここで、中心市街地で顕著な若年層の減少に着目

する。若年層の中心部の自由活動数は、昭和 46 年の



74,071 トリップ/日に比して、平成 H13 年には 9,892 ト

リップ/日の減少がみられる。なかでも中心部居住の若

年層の△8,957 トリップ/日の減少は全変化の大半である。

図-7 に中心部居住の若年者における自由目的による到

着地別トリップ数を示す。本図によれば、平成 13 年に

は半数以上の若年層が、中心部ではなく周辺部・郊外

部・岐阜市外で自由活動を行っていることがわかる。  

 

３. 中心市街地活性化に関する商業活動の推定 

 

ここでは中心市街地活性化の指標として、中心都の

商業販売額を推定する。すなわち、具体的な都市指標に

基づいて商業活動の活性化の程度を検討する。 

 

（１）中心市街地活性化推定モデルの構築 

本研究では、都心部の商業活性化の程度を表す指標

として、地域別の商業販売額に着目する。具体的には、

中心部・周辺部・郊外部の商業販売額を同時推定可能な

モデルを作成する。すなわち、地域別の中心市街地活性

化に関連する各種の都市関連要因を用いることで、地域

間の相対的な関係も同時に推計することを目的とする。

このため、多入力多出力であり、特に各地域の商業販売

額（３要因）を同時に算定可能なモデル形式として、ニ

ューラルネットワーク（NN）を利用する 4)。 

具体的には、中心市街地活性化に関与する要因とし

て７種類の統計量を取り上げた。具体的には、①各地域

の年次別人口、②中心部共同住宅戸数（土地住宅統計）、

③バス停留所数（運輸統計）④公共交通利用者数・目的

別徒歩トリップ数・年齢別徒歩トリップ数（ＰＴ調査結

果）、⑤大規模店舗面積（商業統計）、⑥ 情報提供店

舗率（情報通信統計）、⑦中心部従業者数（事業所統

計）である。これらは過去の中心市街地の推移を踏まえ

て、大規模店舗立地の影響、公共交通利用の低下、来訪

者年齢構成、まちなか徒歩移動の影響、共同住宅の開発

状況などに関する数値的指標として取り上げた。 

具体的モデル構造を図-8 に示す。すなわち、ＮＮモ

デルは、上記の説明変数を利用して、入力層・中間層・

出力層が、それぞれ23・12・3ユニットで構成される。 

 

（２）モデル推計結果に関する検討 

既存の中心部商業販売額の推定年次は昭和 57 年～平

成16年までの計23年間である。ここで、一部欠損した

統計量については、年次間の線形補完により実績値を構

成している。ここで経年的推計結果を図-9 に整理する。 

本図より、平成 16 年まで岐阜市全域および地域別の商

業販売額の推定値と実績値と比較する。ＮＮモデルにお

いては、中心部・周辺部・郊外部の推計結果が同時に算

定される。各地域別の経年的な推計値について、それぞ 
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図-7 自由目的による到着地別トリップ数 
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れ実績値の傾向を良好に表現している。また全般的な推

計精度として RMSE および相関係数を算定すると、全

域で 32.9 億円(0.996)、地域別では、それぞれ 14.6 億円

(0.996)、8.0 億円(0.998)、7.9 億円(0.999)となり、モデ

ルの適合性は高いことがわかる。 

 

４．中心市街地活性化まちづくり政策の有効性分析 

 

前章では、既存の中心市街地に着目して、土地利

用・都市活動・交通現象・商業活動などの視点から、地

域別の「商業販売額推定モデル」を構成した。ここでは

推計モデルを用いてまちづくり政策の有効性を検討する。 

 

（１）まちづくり政策に対応するモデル設定 

中心市街地活性化基本計画においては、市町村の実

態に応じた「まちづくり政策」として各種の提案がなさ
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図-8 地域別モデルの構造 



れている。岐阜市においても、主要なまちづくり政策と

して、①まちなか居住推進、②公共交通利用促進、③ま

ちなか歩き推進、④商店街振興、⑤都心部産業の誘導、

などが検討されている 5)。これらに関する数値目標が示

されているが、具体的な政策間の有効性の検討は困難で

ある。ここでは、中心部の商業販売額の変化を具体的に

推計するため、各まちづくり政策の有効性に関して平成

16 年を基準として比較検討を行う。このとき、具体的

な、推計計算のため各まちづくり政策に対応する説明変

数に関して、政策実行時の目標値を設定している。たと

えば、①まちなか居住推進においては、中心部人口の

5,000 人増加に対して、当該人口が周辺部・郊外部・市

外部のから流入する場合を想定し（３ケース）具体的な

商業販売額（中心部）の推計を行う。同様にして、まち

づくり政策②～⑤に関しても、それぞれ説明変数の具体

的な目標値を特定し、計算ケースを設定した。 

 

（２）まちづくり政策の組み合わせ設定 

中心市街地活性化における「まちづくり政策」は、

公共施設整備・公益的制度導入・地域意識高揚など多面

的な政策が提案される。したがって、個別政策の実施効

果が必ずしも加算的に複数政策の効果とはならない。こ

のため、本研究ではまちづくり政策の組み合わせおよび、

まちづくり政策の実行順序を検討する。上記のように、

①個別政策に関して、最も有効性の高い実施方法を選択

する。②つぎに各政策の組み合わせ実施の手順を検討し

た。この一連の分析結果を整理したものが図-10 である。 
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1 まちなか居住の推進 ○ - - - - - - ○ ○
2 公共交通利用の促進 - ○ - - - - ○ ○ ○
3 まちなか歩きの推進 - - ○ - - ○ ○ - ○
4 商店街の振興 - - - ○ - - - ○ ○
5 都心部産業の誘導 - - - - ○ ○ ○ ○ ○
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図-10 都心活性化政策による中心部商業販売額推定結果 

 

これより、個別政策を複数組み合わせることから、

相乗的な効果を導出することができ、さらに個別政策の

実施順序についても検討の必要性が明確となった。また

このとき、①～⑤の全政策が実行された場合（ケース

Ｉ）においては、平成 16 年の基準値に対して、約２倍

の中心部の商業販売額が期待されることがわかる。一方

で、この中心部商業販売額の値は、過去の実績との関係

から、およそ平成9年と同程度の商業販売額であり、ピ

ーク時の平成３年の実績に相当しないことがわかる。 

 

５．おわりに 

 

本研究では、中心市街地活性化基本計画で規定され

る「まちづくり政策」に関して実証的な検討を行った。

特に都市活動の面から、中心市街地活性化のための「ま

ちづくり政策の具体的な運用が都心部商業活動に与える

影響を分析した。本研究の成果を以下に整理する。 

① 中心市街地活性化のためのまちづくり政策を検討し

た。このとき、都市活動に着目して、ＰＴ調査結果

を活用し、経年的な中心市街地の問題点を整理した。 

② 従来の地域別商業販売額に関して、土地利用状況と

都市活動に着目した多変量型モデルとして、ニュー

ラルネットワーク（ＮＮ）を適用した。これより複

雑な因果関係を内包した高精度な推計を可能とした。 

③ 中心部商業販売額の推計モデルを利用して具体的な

まちづくり政策の有効性を検討した。このとき、特

に複数のまちづくり政策の適正な組み合わせと実施

順序の検討が重要であることがわかった。 

本研究においては実態的なまちづくり政策に関して、

統計的な推計モデルから、基本的な課題を示した。今後

さらに実証的な面から検討を進める上で、①都市問題と

の関連による中心市街地活性化の必要性についての啓蒙

的検討、②実際的なまちづくり政策実施における運用方

法の検討などの課題が挙げられる。これらは現在研究の

進捗している複雑系モデル（マルチエージェントモデ

ル）の適用が期待できるものと思われる。 

なお、本研究の遂行にあたっては、岐阜市都市経営戦略会議

をはじめとする「岐阜市中心市街地活性化基本計画」に関連す

る各方面の議論を参考としている。これらの関係者に対して感

謝の意を表します。またパーソントリップ調査結果の適用に関

しては中京都市圏総合都市交通計画協議会の御了解を頂いた。

また具体的な資料整理に関しては岐阜大学学生・名知幹弘君

（現・中央コンサルタンツ）に感謝の意を表する次第です。 
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